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連結株主資本等変動計算書

( 自　2019年 4 月 1 日
至　2020年 3 月31日 )

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 1,631 1,500 7,060 △58 10,134

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当     △827     △827

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 3,208 3,208

自 己 株 式 の 取 得 △0     △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当
連 結 会 計 年 度 変 動 額 (純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 － － 2,381 △0 2,381

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 1,631 1,500 9,442 △58 12,515

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純資産合計その他有価証

券評価差額金
その他の包括

利益累計額合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 479 479 10,613

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △827

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 3,208

自 己 株 式 の 取 得 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当
連 結 会 計 年 度 変 動 額 (純 額 ) △154 △154 △154

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △154 △154 2,227

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 325 325 12,840
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連　結　注　記　表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の数　　　　　　　　４社
②　連結子会社の名称　　　　　　　福井コンピュータアーキテクト株式会社

福井コンピュータ株式会社
福井コンピュータスマート株式会社
福井コンピュータシステム株式会社

⑵　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。

⑶　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

ａ．有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

イ．時価のあるもの　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

ロ．時価のないもの　　　　移動平均法による原価法
ｂ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

イ．商品及び製品　　　　　総平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）
ロ．仕掛品　　　　　　　　個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

ハ．貯蔵品　　　　　　　　総平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）
②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

ａ．有形固定資産　　　　　　　　定率法
 

（リース資産を除く）　　　　　　　ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については、定額法によっております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物及び構築物　８年～50年
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ｂ．無形固定資産　　　　　　　　市場販売目的のソフトウェア
（リース資産を除く）　　　　　　　販売見込み本数に基づく減価償却（見込有効年数最長３年）

自社利用のソフトウェア
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

その他の無形固定資産
定額法（主な耐用年数８年）

③　重要な引当金の計上基準
ａ．貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ｂ．賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。
ｃ．役員賞与引当金　　　　　　　　役員賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。

④　その他連結計算書類作成のための重要な事項
ａ．消費税等の会計処理　　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．連結貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 3,602百万円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 20,700千株
⑵　剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等
配当金の総額 827百万円
１株当たり配当額 40円
基準日 2019年３月31日
効力発生日 2019年６月24日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの
2020年６月26日開催の定時株主総会において次のとおり付議いたします。

配当金の総額 930百万円
１株当たり配当額 45円
基準日 2020年３月31日
効力発生日 2020年６月29日
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４．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等又は投資利回りを勘案した株式、投資信託等で
行い、また、資金調達については当面の間必要ありませんが、大幅な資金用途が発生した場合には銀行
借入による方針です。なお、デリバティブ取引は、行わない方針です。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、
当社グループの売掛金管理マニュアル等に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、
主な取引先の信用状況を必要に応じて把握する体制としています。
　投資有価証券である株式及び投資信託は、市場価格の変動リスクや実質価額の下落による減損リスク
に晒されていますが、主に純投資目的の株式、業務上の関係を有する企業の株式及び安定的な資金運用
の目的で所有する投資信託であり、毎月把握された時価が、資金管理担当取締役に報告されております。
また、四半期ごとに把握された時価が取締役会に報告されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、1年以内の支払期日であり、当社グループでは、各社が月次
で資金繰計画を作成するなどの方法により流動性リスクを管理しています。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２.参
照）。

連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

⑴　現金及び預金 10,543 10,543 －
⑵　受取手形及び売掛金 1,589 1,589 －
⑶　投資有価証券 983 983 －

資産計 13,115 13,115 －
⑴　支払手形及び買掛金 51 51 －
⑵　未払費用 317 317 －
⑶　未払法人税等 551 551 －

負債計 920 920 －
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産
⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

なお、受取手形及び売掛金の帳簿価額は、貸倒引当金を控除しております。
⑶　投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等から
提示された価格によっております。なお、有価証券はその他有価証券として保有しておりま
す。

負　債
⑴　支払手形及び買掛金、⑵　未払費用、⑶　未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

　非上場株式 161
非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「（3）投資有価証券」には含めておりません。

５．１株当たり情報に関する注記
　　① １株当たり純資産額 621円07銭
　　② １株当たり当期純利益 155円18銭
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株主資本等変動計算書

( 自　2019年 4 月 1 日
至　2020年 3 月31日 )

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金 利益剰余金
合計繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 1,631 1,500 1,500 3,920 3,920 △58 6,993

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △827 △827 △827

当 期 純 利 益 2,999 2,999 2,999

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 変 動 額 (純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － 2,172 2,172 △0 2,172

当 期 末 残 高 1,631 1,500 1,500 6,092 6,092 △58 9,165

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 479 479 7,473

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当     △827

当 期 純 利 益 2,999

自 己 株 式 の 取 得 △0

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 変 動 額 (純 額 ) △154 △154 △154

当 期 変 動 額 合 計 △154 △154 2,017

当 期 末 残 高 325 325 9,491
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個　別　注　記　表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式　　　　　　　　　　移動平均法による原価法
その他有価証券
ａ．時価のあるもの　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）
ｂ．時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法
ａ．仕掛品　　　　　　　　　　個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

ｂ．貯蔵品　　　　　　　　　　総平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）
⑵　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　　定率法
 

（リース資産を除く）　　　　　　　　ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物 ８年～50年
構築物 10年～30年
工具器具及び備品 ３年～15年

②　無形固定資産　　　　　　　　　自社利用のソフトウェア
（リース資産を除く）　　　　　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

その他の無形固定資産
定額法　（主な耐用年数８年）

⑶　引当金の計上基準
①　賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。
②　役員賞与引当金　　　　　　　　　役員賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。

⑷　その他計算書類作成のための基本となる事項
①　消費税等の会計処理　　　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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２．貸借対照表に関する注記
①　有形固定資産の減価償却累計額 3,463百万円
②　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 549百万円
短期金銭債務 87百万円

３．損益計算書に関する注記
①　関係会社との取引高

営業取引による取引高
経営管理料 1,220百万円
受取配当金 2,750百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

　　普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　24千株

５．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 29百万円
役員賞与 5
未払事業税 6
電話加入権評価損 9
減損損失 20
投資有価証券評価損 66
組織再編に伴う関係会社株式 48
その他 17

繰延税金資産小計 204
評価性引当額 △103

繰延税金資産合計 100
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △97
繰延税金負債合計 △97

繰延税金資産の純額 2
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６．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等の

所有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額

（百万円）
科目

期末残高
（百万円）

子会社 福井コンピュータ
アーキテクト㈱

所有
直接100％

役員の兼任
経営管理業
務の受託

経営管理料の受取
（注）１ 510 未収入金 47

経費支払業務の代行
（注）２ 3,474 未収入金 197

債権回収業務の代行
（注）３ 631 未払金 49

子会社 福井コンピュータ㈱ 所有
直接100％

役員の兼任
経営管理業
務の受託

経営管理料の受取
（注）１ 444 未収入金 41

経費支払業務の代行
（注）２ 3,497 未収入金 175

債権回収業務の代行
（注）３ 405 未払金 28

子会社
福井コンピュータ
スマート㈱

所有
直接100％

役員の兼任
経営管理業
務の受託

経営管理料の受取
（注）１

263 未収入金 24

経費支払業務の代行
（注）２

1,109 未収入金 61

債権回収業務の代行
（注）３

124 未払金 9

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．経営管理料の金額は、業務内容に基づき交渉の上決定しております。
　　　２．経費支払業務の代行について、金利の受取りは行っておりません。
　　　３．債権回収業務の代行について、金利の支払いは行っておりません。
　　　４．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

７．１株当たり情報に関する注記
①　１株当たり純資産額 459円07銭
②　１株当たり当期純利益 145円07銭
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